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現代ソ連における中小企業の機能

溝端 佐 登 史

I は じ め に

ソ連，東欧では1960年代から「経済改革」が展開している。企業の向主性が

拡大し，市場メカニズムが導入予れるなど，従来の国家による中央集権的な計

両・管理にもとづく資源配分とその利用方式が変化している。しかも，資源配

分をマクロ経済的観点"からみたときに， 資源配分先にあたる企業は生産の

社会化の進展につれて大規模化している2九 したがって I今日の社会主義計

画経済における中小企業J"というテーマを考える場合 I経済改草」と生産の

社会化の過程の分析が不可欠となる。このような背景は現実の動向に色濃〈反

映する。具体的に東欧では70年代後半から中小企業について政策や見解が散見

され，資源の効率的刺用や住民サーピ只の充足が課題にあげられているヘソ

1) 社会主義経済における資源配分は，マクロ経済的観点とミクロ経済的観点、から考察される。マ

グロ経酔的な観"とは国民経揖レベノレで資需が各生産組織 f企業など7ゃ個人にいかに配分され

るかという問題をとり扱い』 ミクロ経済的な観点とはその組織(企業〕内でどのように資源が利

用，処分，管理されるかを問題にしている。こ白両者は区別してとりあげbれなければならない

が，生産自社会化は両者の相互の関保を強める。宇沢弘文「現代資本主義と社会主義」館龍一郎

小宮隆太郎宇沢弘主婦『中国経世 あすへの課題』昭和田年， 18-19ベージを参照。

2) 労働者数別にも，国定フォンド額別にも企業は巨大化Lている。拙稿「ソ連における生産の社

会化と企業形態JW社会主義経済研究』創刊号1983年 9JJ (.以下，拙帯必と略記する)， 58-60ベ

ージを参照。

3) 中小企業に関して，本稿では規模よりも機能に力点をおいて考察する。規模についてはソ連で

は通常明確な規定がなされていない。しかし，現状をより具体的に把帯するためにも厳密きを欠

くが労働者数を基準にして， 200人以下の企業を中小企業としておきたい (1979年に企業数百45.9

Zをしめ，土産額の6.1.%'に相当する HapO)l;HOeX03HiicTBO CCCP B 1980.， CTp_ 150)。むろんそ

れ以外に法人格をもたない小規模な生産単位や協同組合企業が統計に古まれていないことを考え

あわせれば， ソ連では多数田中小企芸品群と大規模企業が並存している状態であるといわなければ

ならない。

4) 経済改革と凶連して東欧の中小企業を分析したものに.末松玄六「社会主調酒家における経済

改ヰと中寸企業H中小企業季報H大阪経済大学中小企業経営研)1973年， No 2. 1-8へージ，ノ
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連でも類似した提起がみられ円東欧の経験は「積極的な経験」ωとみなされて

し、る。

さて，中小企業を考察するには需要の多様化に対応するという消費の側面に

焦点があ℃られ，この間で白中小企業の意義は否定できない。しかし，本稿の

課題は 1経済改革」以降の時期において，生産の社会化の進展につれて中小

企業が社会的分業の中でどのような機能，役割を果たしているのかとL白う点の

解明にある O ただし，さしあたり工業企業に限定したし、。

分析にあたって，本稿でほ中小企業の機能を，分業論，主として生産の専門

化と協業化の発展の視角から考察する。技術水準の向上，分業の発展は，情報，

コミュニケージョンの機構が発展することによって，企業やその内部の生産組

織での専門化， 作業の分割を可能に L さらに， 各生産単位の相互の連関を

強め，社会的分業のネットワーグを形成する「分散化」を促進させる。それと

ともに，各生産単位はそこに共通するような業務一一情報，交通，インフラス

トラグチュアなど を拡大し，社会的に「集中化」させる九いうまでもな

く，技術水準の向上は，一方で生産単位の聞の横の連関を強めて「分散化」を

促 L 他方でそのための交信などの共同の業務の「集中化」をもたらす。たと

¥、No3， 16-27ベージ，門脇延行「ハンガリーの企業内管理組織改革J ~彦根論叢j (滋賀大学〉第
220号昭和58午5月， M.A且epH6町"。品lmop却 "U3叫 uunpOAU>lUl.llOH1tOCmU 8 cmpa/ιa，ピ
C3B， M.， 1982.， CTp. 101-102がある。

5) CM. (npa凹 a)，8尻町a6pH1982 r.， (CoBeτ'"間 Po，四時胃 6中曲目aJ1H1983 I 

6) P. r. Kapare，λOB， 06 opuu-lUSaquoHHoil cmpylCmype ynpaa/l8ltUH npOMbtUl/te1tftOCmb叫

{3KOHOMI1Ka 11 Opral-1M3aUWI npoMbI旧λeHHoroロpOH3BuACTB.3.(以下， SKOと略称する))1983， 
M 8， CTp. 64 

7) 社会主義的分業について，ポーランドの研究者口ランゲは次のようにその形態を区分してL、
る。 11 生産自専門1cは，国内的およE国際的規模における社会主義的分業の主要な方法であ
る。 それには，基本品種の生産のため工場の区分を L，また作業・を分離することを必要とし
よう。 努 生産の専「引七，ならびに品種および部門数の減少は， 小単位。大単位への接合左

いうかたちで生産のより大きな生中をもたらす。 3 生産専rl1cプログラムにおいて，・畠蔭会
圭の問題が基本的位躍を占めな吋ればならないJ(0 ランゲ葱酷岡重成訳「政治経済宇と社
会主主民」昭和49年， 192ページ， 皆点は口ーランゲによる〉。 このようにランゲは「分散化」と
「集中化」と国際分業を示唆している。なお，国際分業については本稿では捨象する。また，こ
の[分散化」と「集中化」を理論化したものに， A トフラー，槽山二郎監修j 鈴木健次他訳『第
三の波』日本放送出版協会，昭昨日目年， 369'-380ヘージ，池上惇『管理経済論』有斐閣， 1984年，
127-130ベジがある。
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えば，B.M.I/)レシコフ (8.M. fJIYlllKOB)は管理の自動化は集権化と非集権

化の両方の可能性をもたらすと論じているヘ

以上述べたように，本稿は中小企業の機能を分業論の側面から光を照射し，

その発展を位置づけることを課題とする。その場合とくに，ソ連の中小企業の

機能が問題となってきた 1つの根拠を万能型企業が生産の社会化に対して制約

となっていることにもとbたし、。そして，分業から生ずる生産組織の形態の変

化を考察するうえで，生産合同I勺の中小規模の生産単位をも含めて中小企業白

考察の対象としたい。

II 中小企業の機能

通常，中小企業はこれまで社会主義経済においては重視されなかったように

思われる。現存の社会主義経済運営において大企業が中心的な位置をしめてい

ることは言うまでもなL、。しかし，現実に中小企業が存在している国民経済に

おいて生産の社会化を考察するには，中小企業の機能に着目した分析も必要と

される。そ ζでまず，中小企業の機能に関するソ連の研究者の見解をみておき

fこい。

P. f ヵラゲドフ (P.f. Kapare且OB) によると，中小生産組織というの

は，①国営企業，①協同組合企業，⑤個人のイニジアチブに基づく企業，の 3

程を指して，効率上その長所には「弾力性，絶えず変化する需要への適此、性と

制御性，国民経済の特定部門とりわけ仕民へのさまざまなサービス供給領域に

お付る固有の優越性J"があげられている。 また， 10.8 スポツキ (10.8 

CyoOl¥I<Hil) は， 巾小企業の機能を，科学・技術の進歩，分業の展開，社会的

な欲求の発展，製品種類の拡大などの要因から，次の 5つに分類している。①

多品種少量生産を中小企業に務すことによるて業における生産の専門化の高度

化，②生産の弾力性と生産物の開発への適応，①大企業と結びつき補足するこ

8) V.グルンコフ， V モーイェフ著， 田中雄三訳『コンピュータと社会主義119百年， 43ベ
シ。

9) P. r. Kapare，noB. Ylm3悶ゼ， cr-p. 83-84 
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と，④地域の需要にむけられる消費財の充足，⑤小都市の住民を装備度，労働

生産性の高い労働に引きつけること 10)。これらふたつの指摘に共通する課題意

識は，社会全体の欲求水準や科学・技術の発展に適合的な中小企業の機能をい

かに社会的分業の中に位置づけるか r分散化」するか， ということになろう。

この中小企業の位置づけは，大きくは，独自形態と補完形態とに分けてみる

ことができる。この区分の視点は，中小企業が社会的分業にどのように関わ 3

ているかというものである 1130

社会的分業においてs 中!j企業が独自の位置，機能をはたす場合が独自形態

であ勺て，後者とは主に，生産物が製品別に専門化さわしている点で区別される。

この場合，中小企業には相対的に独自性をもった役割が与えられる。たとえば，

大規模な企業では十分にみたせない住民への需要の充足が主たる課題になるが，

それ以外にも，限られた資源宍給と L、う条件のもとでの建設費用や建設期間の

節約，中小規模に適した技術の利用，といった課題があげられる。現存の中小

企業が食品工業や軽工業といった消費財生産部門に集中していることは，国民

の多様な需要をみたすうえで独自形態は重要な機能を果しているとみることが

できょう山。そして，中小企業の独自性が強まるにつれて，国民経済における

流通函の整備が必要となる。このように需要に適応するという意味では，中小

企業は「部門に属する企業が多数存在する場合における製品やサーピスり質白

改良や生産費用の低下を促進するという競争 (copeBHO回聞のに有利な条件」山

10) 10. B. Cy60【;K"抗，Ma.tZbte n;ednpUHmUH-6oJlblllUe 803MQ)，即日cmu，(3KO) 1979，地 9，

CTp. 28-29 
11) ここでの区分は資本主葬経済における中小企業の分析にも見出される。中村精『中小企業と大

企業』昭和問年. 105. 107ページにおいて，独立形態と補完形態が区別され， 前者はさらに
「差別共存，競争，独自由諸形態に分かれよ後者は下請において代表的であると指摘されてい
る。

12) rポーランドQ)E.カチンスカ救援から興味深い事実が紹介された.すなわち，ポーランド百
は，これまで国営の大組織や協同組合が育成され社会化が進められてきた。にもかかわらず，音一
画によっては消費財の需要は必ずしも的確には充たされない。そこで，中小企業を担い手とする
市場経背を部分的に復活させ，消質需要D多様化に対処しようとしているo 中'j¥:il.::'業町市場適応
性，柔軟性，イノベ シ zン6つ能力，相対的なコスト安に注目し，中央集権的計画 r，Q)欠点を克
服しようというわけであるJ (清成忠男『中小企業読本』昭和58年I 53ベ ジ〉。

13) P. r. KapareJlOH， YH:a3. co宅.CTp. 63. 
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を創出するが，現実の存立は，さらに，中小企業が属している部門や地域の性

格に依存することとなる。

ソ連で典型的に中小企業の独自形態を見出すことのできるのは，地方工業部

門と思われる。地方工業企業は， 1974年に 2，9口5企業， 約87億ループリの生

産額をしめ 1企業平均の従業員数は361名である1心。地方工業部門は，①地

方の原料の利用，①地方の中小都市の労働者の利用，①皮革製品生産など地域

の自然，気候，民族条件り利用，といった特性をもち，消費財を中心に金属食

器など独自の商品を生産している。

後者の補完形態は，企業内分業と社会的分業の両者の展開にかかわって検出

され，木稿ではとくにこの形態に焦点をあてたい。それは，巾小企業が大企業

の生産工程の一部を補完するもので，一方が他方にとってかわるという性格の

ものではなく，生産工程上両者の相互関係が重視きれでぐる。ソ連では，歴史

的には， 60年代に入って部品別，工程別専門化が高度化するにつれて，大企業

に対して中小企業が「スプートユク(衛星〉山」の役割をもっという側面から

この形態が重視されてきている。分業の展開上，この形態は，他の企業と結合

しながら 1つの合同を形成するものと自立して社会的分業において補完機能を

発揮するものとに区別できる。前者は，いわば 1つの企業内分業の拡大に他な

らない。

その関係の中で主要なもののひとつに，生産合同を形成する支社企業

(中山開局!O，形態がある。この形態の生産単位は，合同の創設にともなって発

11) J{. A 且anorOB，B. C. Xapa6H6epOD， MeCmltafl npOMUlll.l/.e1tftOCmb a nepcn四 mUfJU ee 

pa3811mUfl， M.， 1977.. CTp. 24 
15) 珂 B. KI3坦凶a，f{U1-t碍eftmpaquflnpou36odcm8u U Me./lfcafl npO.MblUl/leli1tOcmb， {Bonpoc耳

OTITllMaJlhHOrO pa3Me戸 npeJ{II凹町凶 BロpOMhlUIJIeHHOCTHCCCP) CTp. 56 

16) 用語「支社企業」の使用は法学者より批判をうけている。ピリへンコ (A.5I. nHJmneHKo)は

それは合同内町亜部分を意味するが，計画上田特質をもっておらず，組織捜す関係上，工場や

職場が単位となっており，支社は不明瞭であるとしている (A.刃印畑町田KO，n pa8000e 
P臼~yAup08m{，ue 8liympuxo3flUCm8e1ifiblX omUOULeliuU- /1 npοU."IfIοヲcm8eHH.OM o6"，eau. 

rtefiUU， KI胞B，1978.， CTp. 23)。もっとも多〈り論者がこ白用語を使用しており，たとえば日日

ドナ 1 フは支社企業〈江戸'，!J:llpmlT問中日H3JI)とし、うタ ムを使用している。
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展したもので， 中核企業 5ro"0嗣 Oenpe且nplIl!THe)が支社企業を指導し，互

いの協業関係が形成されている。この支社企業は統計上把握しがたし企業規

模の点では必ずしも中小企業と同一視しえなし、が，中小企業の補完形態の 1つ

の側団をあらわしている。中板企業の生産は主に製品jJljに専門化され，支社企

業では部品，準備品などがつくられている。つまり，支社企業は，中核企業に

総括される 1つの生産工程の一部を担っており，全体として企業内分業を形成

しているといえる。したがって，多様な部品や」二程からなる機械工業部門にお

いて支社企業は顕著に見出せる。支社企業主形成することによって， I中核企

業における基不生産を拡大し，専門化を高度化させ，大都市での労働資源の不

足によって生ずる障害を緩和あるいは解消し，専門化された能力にもとづいて

部品，Jt属品の生産を組織し，生産の配置を改善し，小都市の重要な社会的問

題を解決するJm可能性が生ずるが，また同時に， 新規に支社企業をつくるに

は，そとに働〈努働者の牛活条件の整備の費用も当然に必要となる。

この支社企業はさまざまな部門に存在するが，垂直的な統合が発達している

自動車工業を例にとってみよう O 自動車生産では，半製品，部品数が多く，そ

れらの納入者との協業体制がつくられてきたが，購入部品が原価に占める比率

は， 1960年に35~45%， 70年に50~57~百と増加している'"。そして，主に付属

品や部品を生産し，それを中核企業に納入する支社企業が合同の重要な構成都

子〉になっている。

たとえば，白動車工業企業ジノレ (311λ3aBOJ1， HM. JIrrXal..JeBa) 1のはそ月クワ

市にある生産合同である。シルは60年代前半までは 1つの企業(工場〉内部に

部品生産を含む万能型で 1人当りの加工額などの指標からみて実績はかんば

17) 旧日 Cy60出回礼 Pa38UmueOd'o8ヲaHeHUa8 npO.MbltuJleH1IQCmU， M.， 1977.， CTp. 101. 
18) 6. B. BJlaCOB， Aφ 且ep同'l.eB，r. 6. l{au沼尻p.，3KOHO.JtU町 Cf(uenp06JleMbl npou380OCmBG 

aomo.Mo6uJleti， M.， 1971.， CTp. 68 

19) 以下町 3Hλ に関する資料は， TaM水 e，CTp. 87-90; E. H. MaMyT， 3rtfteKm o6'i!edUHeffufl. 

M.， 1980， E口B問問OR，Ba.?K:1-lNt1 8Ae.MeHm '-tay'uw-mexHl同町KOticmpyκmypbl cmpa叫ん

1I Jlp.， {3KO) 1982， M 10， CTp阻 69，a日且yHaeB，口606w;ecm8/lef-lUeeα{ua.lluCmU'leCKOZO 

npOl(380δcmoa， M" 1980，などを参照しアゐ
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し〈なかったが，現在，高い経済指標を達成しているといわれる。その要因は，

支社企業を含んだ lつのネットワークの形成にある。この支社企業は， 1958年

には 2社で，その後日8年に 7社， 82年に16社と急速に増加している。そこでは

主に，シャフト，クランク規格部品などの部品，付属品，エンジン生産に必要

な7ノレミ鋳造などの準備品生産に専門化された工程が存在し， しかも， 16支社

中13支社はそスクワ市以外の都市に立地するといったぐあいに，工程的，部品

的，地域的分業が形成されているのである。

合同全体の管理は中核企業が担当1.-， 1つのバランスを形成する。この支社

企業は概して中核令業よりも装備度が遅れているが，いくつかの工程(たとえ

ば，アルミ鋳造など)面で優位性をもつものも存している。合同内の企業閣の

流通比率は高いが，それでも，ジノレの支社企業は総生産の40%を合同外の企業

に納入している。たとえば，モスクワ自動工作機械工場王ロ λ ラブリ自動車付

属品工場は約30%を，ムツェンスクアノレミ鋳造工場は約10%を合同外の企業に

納入しているのである 20>。この比率はジノレだけでなく他の自動車工場でも近似

しており，ゴーリキ自動車工場 CfA3)でも，内部の流通比率はゴリコフスグ

ギャボックス工場で50%以上である200

多数の部品からなる自動車生産において，支社企業は欠〈 ζ とのできない構

成要素となっており，しかも，他の合同外の企業との連関や地域的な分業を形

成している。このようなタイプの支社企業は軽工業にも見出され，モλ クワの

製縫合同では，衣服の裁断や最終の加工工程は中核企業に集中され，中間の労

働条約的な工程は支社企業に委託されている問。いずれの場合にも，支社企業

によって中間の，あるいは関連する工程が担われ，始発。工程や最終の工程が

中核企業に集中されていることが合同を形成するときの特徴となっている。

20) 10. B. Cy60lij{HJ:1:， Pa3eUmUe. . . ， CTp. 113 

21) B. B. J1aoTeB， npa808oe nO/lO:JICeHUe npO.MbiUl/leHHbiX U npou3oodcmoelulolx 06'"6e 

θUFteI-tUU. M.， 1978.， CTp. 238. 

22) E. A. [locneJJOBa， Cne~Ua /lU3a4Ufl npO.MMUlMJiftocmU u pa38umae .Me:J/CompaC/le6blX 

C8flseil.λ1.， 1983.. C'rp. 56-57. 
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合同を形成する支社企業以外に今日提起されている中小企業の補完形態には，

全〈自立L，自主性をもった中小企業が中間財や半製品を生産し，縦割りの管

理機構における横の連関の問題を解決しようというものもある。具体的には，

鋳造などの中間財や工具を専門的に生産する企業が形成されている山。

このように補完形態には，企業外の納入者とり協業化と企業内での専門生産

の組織化による「分散化」が含まれる。そして，生産合同が形成されて生産規

模が拡大するにつれて，中小企業の補完形態が重視されるように思われる。今

日，生産合同の形成は単なる企業の形式的な集中を生み出~，必ずしも社会的

に高い効率をもたらさないものもあり， 197~年 7月決定「計同化の故普並びに

生産効率と労働の質的向上に関する経済メカニズムの強化について」では，専

門化と協業化，補助的・副次的サービスの集中化といった補完形態にかかわる

課題がもりこまれている。

III 補完型中小企業と万能型企業

中小企業の機能が今日クローズ・アップされているが，その要因はどこにあ

るのだろうか。それには，住民の需要が多様化したことや科学・技術の発展に

よって，中小企業，あるいは，中小規模の生産単位の存在を必要とする領域が

広がったことが考えられる。そのうえに，ソ連経済に内在する要因があげられ

る。これには，財政的，資源上の制約といった安闘があるが，それ以外に，生

産の社会化のもとで0)生産組織り編成に関わる要因が重視されなければならな

い。 ιれは，既存の大企業(合同)では必ずしも効率的に生産がおこなわれて

おらず，また生産 消費の過程で，さまざ士な利害の対立があることを反映

している。この企業レベルでの分業編成のあり方は中小企業の補完形態を根拠

づける主要因になっていると考えられる。

1978年 6月にソ連で第4同米ソ経済シンポシウムが開催され，生産管理形態

23) CM. (CoBercl{aJ'! Pocc担)， 6中eBpam:(1983 r.， p， E. J1e旧日Hep，Cnequa.llu3aquH npou38 

odcm8eHHblX o6'beduF-teHull. M.， 1976.， CTp. 14 
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と大企業の現状と課題についての討論がおこなわれた2430 アメリヵ側から 8報

告，ソ連倒lから 9報告がそれぞれなされ，生産の社会化の視点から生産合同の

形成に伴う問題点が指摘された。その中で，アメリカの O ウィリアムソンが

「組織の内部調達過程の欠陥」について報告している O 報告では，生産におい

て企業外の納入者との協業か企業内で専門生産を組織するかのいずれを選択す

べきかといういわゆる imake-or-buy 問題」が提起きれ，集中化による内

部調達は必ずしも能率的でないと主張している。一定程度の工業化が達成きれ

た固において，企業のあり方を分業と協業においてどのようなものにするか，

組織の弾力性の保障，といった点が共通の問題になっていることが確認される。

以下本節では，補完型中小企業の主要因とい去るソ連の企業形態を考察したい。

ソ連の工業企業の編成は万能型(ユユパーサノレ)企業 (yBIlBepCaJIbHOe

rrpe，UIIp悶叩e)が特徴的である加。万能型企業では，製品別に専門化された製

品を生産する基本工程以外に，その生産のために必要な部品や工具といった補

助生産，準備(前工程的〕生産などの業務もひとつの企業の内部で自足的に遂

行されている。 1975年，全企業の実に75%がこの形態である叩。とくに，中小

企業の補完形態が多くみられる機械工業部門では，大半がこの万能型企業であ

る。

3. n ドナエフ (3.口且YHaeB)はその実態を次のように論じている。「多

くの省はひきつつき万能型企業をつくりつづけ，古〈なった生産組織を再生産

し，部品別，工程ZIJ専門化の発展の障害になっている。たとえば， 230の機械

製作企業の設計，建設，再建をロ Vア共和国ゴλ プランが審査した中で，うち

80，9百以上が自社の必要を充たすため当該部門に必要な，また部門聞で必要とな

る部品や準備品の生産に関する職場を当該企業の構成の中に合む万能的な生産

24) A.且blHK自民f'.Ko可eτ'KOB，Ynpa8.1le，.me "pymtbl.MU npO.MblU/.IZeUH.bl.MU npednpUflmUH.MU， 
(BonpOCbI 9KOHO附間1)1978， M 10， CTP. 156← 159 

25) 万能型企業の産業(工作機械工業〉における実証分析は， 拙稿「戦後ソ連り工業化と企業組
織JW経済論叢』舘132巻第1・2号(昭和5R年7.8月)， 48-70ベージ，万能型企業形態の分析
は，拙稿@，を参照されたい。

26) E. A. TIocneJlOBa， YlCa3. co<t.， CTp_ 62 
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構造をもっ工場の形成，持持に関わったものである。その大部分は，生産能力

や技術，経済指標について適正なものではないJ27)0 

万能型企業での各生産工程は必ずしも合理的な生産規模になし企業ごとに

分断されて， 専門化の水準は劣位にあり， その結果，国民経済全体からみて

生産の効率をおし下げる要因になっているのである。 この点で万能型企業は

「小・零細職場のコ γグロマ Fット (KO町 pOMepaT)加」とみなされτいる。

専門化水準の遅れ，協業関係の組織化の低さ，末成熟な企業聞の契約関係は万

能型企業形成の結果とみられるが，また，現実の万能型企業を再生産する要因

としても作用している問。紅会的分業によるネットワーク化よりも，多数の中

小企業の隔絶した存在には手をつけず 1つの生産単位内に関連する工程を集

中するという意味で，万能型企業は「分散化」を伴わない企業レベノレでの「集

中イじ」ということができ土う。

ところで，ここでとの万能型企業生成の歴史的経緯に若干ふれておきたい。

万能型企業は歴史的には「工業化の最初の時期の困難に条件っけられ， 4日年

代中期で破壊された戦争経済と結びついて」船形成されてきた， といわれてい

る。生成は， 30年代初めの社会主義工業化の時期，第2次世界大戦後の経済復

興期の 2つに求められる。

このうち最初の時期は 1国社会主義と後進的な生産力水準のもとで急速な

工業化をよぎなくされた時期である。この時期の企業を分析して， r. 11サ ン

ポノレスキー (r.11. CaM6opCKHii) は 1・基本投資手段が限られていたため，

27) 3'日且yHaeB，YKa3. C(吃. CTp. 68-G9 

28) M. A. BHJIeHCK曲， (B叩伊国叩TlIMaJlhHOrO pa3Me戸口P町 np'団四白 B npoMhl山JleHHOCTli

CCCP) M.， CTp. 173 ここにいうコングロマリットは，当鵠，資本主語におけるそれと内容を異
にす墨。しかし， 11企業でありながら，たくさんの業種を次々 とそのなかに包摂しているとい
う企業が存可主していて，しかも企業全体に統戸意思が貫徹しているJ(宮崎義一「企業組職新し
い大企業体制l都留重人編『サムエルソン経済学講義』上1983年， 238ベ ジ〕といラ規定は企
業形態上ソ連においても妥当してし倍。

29) 9. n且yHaeB，y1(O'3. CO'l.， CTp_ fi!l. 

30) 日「山町沼H，Onmu.MUaa，-，!uH pa3.MepOIJ np叫 380dcm8a 6 npO.i阪btUl.lleHRocmu，此，
1973.， cτp. 18 
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次の 2つの道の 1つにむかつてしか発展しえなかった。第 1の道は，組立企業，

部品企業，準備企業のそれぞれをただちに備えた発達した工業をつくる，第2

の道は，全部門に若干の大企業をつくり，そのまわりに順次生産が拡大するに

つれて部品生産を発展させていく，の 2つである。そして， 1930年の条件のも

とでは機械生産がなお大きくなかったため，第2の道がより手取り早く，経済

的にも根拠があった」叫，と述べてL、る。

また;/ラニック (DavidGranik)は30年代のソ連の機械工業を分析して，

30年代には先進資本主義国からの技術導入がなされ，このうちフォード社から

の技術導入については部品の大量の下請制が原則で P この下請制度を可能とす

る条件をもたなかったため企業の万能化が必然化した主論じている山n

これら 2つの見解にみられるように，社会的分業が十分に発展していない状

況のもとで，急速に工業，とくに機械工業，建設しなければならないという短

期の生産の課題に適応していくために，万能型企業形態が選択されてきたので

ある。しかもこの選択は，同時に確立される部門省別管理原則に強化された。

このような特徴づけは，戦争で破壊されたソ連経済を急速に復興する戦後に

もあてはまる。たとえば，戦後急速に工作機械生産は増加するが，工作機械部

門には属していない企業がその生産を支えていたのである。

万能型企業はこのように，初発の制約条件，復興期の制約条件のもとで，部

門別計画・管理と関連して，短期の生産課題に対応するため形成された。した

がって，生産の社会化の発展につれて，ノ才能型企業は，専門化と協業化の遅れ

という脆弱な基盤を問題とし ζ顕在化させる可能性をもっている。機械工業部

門での部門内生産に関して合同内の専門化を発展きせる，また，部門全体に必

要な鋳造等の生産を合同内から自立化し社会的分業を一層発展させる，といっ

た目的で，中小企業の補完形態が重視されるむは，万能型企業に固有な分業と

31) r. 11. CaMd叩CK"凡 Cnequa.llU3al{URnpol.日8odcm8a8 YC.;108U5lX HaYl{，H，O-meXH，U吃eCl(oii

pe80岬叩u，M.， 1973.， C'rp. 82. (傍点は筆者〕
32) 安平哲二「ソピエト機械工業における生産技術選択J~ソ連経済と機械工業』機械振興協会経

済研究所，昭和4C年. '7抽へージ。
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協業上の問題の改善を課題としたものである。

さらに，万能型企業は部門別管理に関わる。部門別管理は分業論の視角から

だけでとらえられないが，ここでは分業の側面に限定Lてとりあげてみたい。

企業は管理上は部門省に統轄される。技術発展につれて，とくに機械工業部門

で，部門数は増加している 8的。しかも，各企業は所属部門の製品を生産するに

あたって，自足的に補助生産や準備生産を含むことにより，企業は所属部門の

製品とは異なる製品をも生産する所管外企業 (npHBJIe'-l出回oenpe，z:r;rrpHflTHC)に

なっている。生産に占めるその種の企業のきノェアは， 70年代前半で40-50%と

いわれ，中間財や準備ー仁科の財，主主三胡械工業全体で共通して使われ品工作機

械などの生産において V:r-7は高くなっている仙。この結果生産がさま吉まな

省に四散して，所管外企業は単一の技術政策の遂行にとり制約条件になってい

る。

この問題の解決自体は，いうまでもなく分業という側面だけでは示せないが，

興味深い論点のみをここに示そう。たとえば， ドナエフは，所管外企業の利潤

控除を集計して省庁問調整フォ'lFを形成し，そのフ庁 Yドでつくられた設計

局等と所管外企業が長期契約をむすぶ生産面での調整案と中核となる部門省の

権限を拡充する管理面での調整案を提起している'"。 ζれは各企業に共通する

業務の|集中化」にあたる。また，所属している省庁の外部に中間財を生産す

る中小企業を創設するという提案aω もみられ，ここでも中小企業の補完形態が

重視されている。

以上，中小企業の機能が重視される主要因は，万能型企業形態のもとでの分

業と協業の発展に制約がある ζ とであった。そして，この中小企業の機能は，

33) 部門の rw区分け』は対外連闘を最小にするという原則でやらねばなりません。つまり j その
部門に含める企業にかかわる連関わうち，できるだ付多くが部門の内部にとどまるようにし，最
小限必要な連関だけが『外部へ』でるようにするのです。それでこそ， ほんとうの部門です」
V.クルジコフ， V モイ孟フ，前掲富， 35へ ジ。

34) 10. B. Cy6叫即位， Pa38l{mu，e...， CTp. 139-14白 3.n 且YHaeB，YFCaa.回ゼ， 0叩 138-139

35) TaM me， CTp. 139-140 

.36) CM. {CoBeTCKaH POCCIUJ)， 6中田pa四 1983r. 
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補完形態を形成する広範な分業と結びつくが， また，共通する業務の「集中

“ 1tJの課題とも結びついている。これまで分業論を基礎にして中小企業と万能

型企業を考察したが，つづいてその視角に関わる限りで今日問題とされている

中小企業の発展の条件を検討することにしよう。

IV 中小企業発展の条件

これまで主に中小企業の補完形態による「分散イ~J をみてきたが，現実の経

済政策では補完形態と独自形態とは両者互いに関連しあう。補完形態では確か

に中小企業が万能型企業に体現された「集中化」を改善する可能仲を4ってい

るEいえよう。しかし.その過程が進行し，中小企業が発展するにはより具体

的な次元にかかわる問題が加わってくる。その問題は現実の課題に基つ申いて提

起されており，その中で，企業形態，部門別管理，社会・労働問題の 3つのレ

ベルをとりあげてみたい。

今日，生産合同の形成は生産の集積水準が高いことを示しているとみられて

いるが，その実，生産合同の効率は必ずしも高〈ないし，中小企業の補完形態

は十分に発達していない37)。これは協業化，専門化をおしすすめるにあたって，

企業レベルでの制度的，組織的な条件の整備がなされていないことが影響して

いる。そのため一定の「自立性」をもっ企業形態の選択には，次の基準が考え

らhる四〉。

①企業がどのような生産の組織形態をとるかは，企業に与えられた具体的な

課題に依存して選択される。目立企業化，合同化，軽工業や住民への叶ーピス

部面での中小企業の育成といった具体的な企業形態は，企業に与えられた分業

上の課題一一住民生活用の財やサーピスの充足，部品生産，高級品や輸出品生

産などーーに依存している。

この課題と企業形態の選択に関して，傾向的な特徴をあげるならば，機械工

37) CM旧 B.Cyoou副 首，Ka1C UCnO.Jl1>300amb npeuMy叩 'cm8a" (3KO) 1983，抽 3，C中

17-37 

3R) M.A且ep1'l6MHa.Yrca3. co't.， CTp. 99-101 
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業部門全体に関連するような部門間製品(鋳造や工具等〉は，自立した中小企

業で生産されている O その場合，以下に述べる産業部門レベノレでの部門別管理

原則が改善されるか，あるレは企業の横の連関を重視した方策が伴われなけれ

ばならない。また，同一部門内で消費される部品等の生産は 1つの合同門に集

中される傾向がある。 ζ の場合には既存の部門別管理原則とは両立可能巴ある。

たとえば，自動車工業では 1つの生産合同の内部に専門[じされた生産が組織さ

れ，部品調達に利用される支社企業形態が選択されている。

①財務関係，とくに契約関係の面での計画V ステムが発展する必要がある。

1979年 7月決定では契約の改善が指摘され，同年11月， r国家の調停に関する

規程」が決定されている。従来，契約と計画の関係では，前者はきわめて限ら

れた窓味しかもっていなかったが，今日，それは「共同の計画決定」加として

重視されている。

①協業関係が発展するにつれて，大規模な生産組織の内部での各生産単位聞

の相互関係をとらえ直す必要がある。つまり 1つの企業内に固定化された分業

の硬直性が除去されなければならない。

ζれら 3つの基準では，中小企業は大企業との関係を強めつつ，各生産単位

における契約など意思決定面での自立性を必要とすることが示される。それと

同時に，具体的な生産の課題に対応して，各生産単位に共通する業務の「集中

化」り課題もあわせて提起されていると考えられよう。

次に産業部門レベノレ己の問題をみよう制。中小企業の機能を要請する要因に

は，万能型企業が生産に必要なものをすべて自ら内部で調達しようとする企業

内部での分業の硬直性があった。このようなタイプの企業が部門省に統轄され

れば，省のレベノレにおいても協業関係が十分に組織されていないために，企業

レベノレの分業に類似して，各省庁は自らその省の生産に必要な製品を保証する

39) B. B. JIameB， X03fluCm8eflHbtl1 ðo~o(Jop fCaIC uHcmpy.MeHm n./laHUp08aHuH， (OKO) 
1983， N2 4， CTp. 35 

40) 今日の産業部門レベルの問題比拙稿「ソ連邦における部門別管理の現状と課題J.~社会主義

経済研究』第3号1984年9月I 80-89へージ，を参照されたい。
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硬直的な計画 γ ステムを生み出す。 I高価であって，品質が悪〈てもかまわな

“ いが， 私はそれを手にしているし， 工場は止まっていない」山という心理が働

いているといわれる。とくに，中小企業が自立して大企業に対する補完機能を

果たすときに，縦割り部門別管理の行政が硬直的で企業聞の横の連関にとって

障害になっている場合，部門別管理原則自体が再編されるか調整されなけれぽ

ならない。

しかも，部門省は基本的には製品別専門化原理にもとづいて分割きれており，

工業化が進展し科学・技術が進歩するにつれて，単に部門数が増加するだけで

なく，部門が相互に関連しあい，水平的な連関が重視されて，従来の分割され

た部門別の行政機関が現実の牛産に十分には対応しなくなっている由。その意

味で，部門省のνベノレで生産を調整する必要性が高まっているのである。

たとえば，部門間で利用される生産物を統合して管理する横断的性格をもっ

省庁を形成するという提案が出されている。しかしこのような新規の省庁は既

存の企業内部の生産単位を行政的に結合しようとする非現実的なもので，当然，

既存の省庁や企業の抵抗もあって実現されなかった。そのため現在のところ，

既存の行政の枠外に高度に専門化された中小企業を形成し，その生産を利用す

べきであるという積極的に中小企業を形成する案が動面されている叩。

省庁の行政の調整は，生産の多様な環で構想され，提案されているが，さら

に，既存の部門ノ酋のあり方自体を問い直す考えJゴもみられる制。それによると，

まず，省全体は全国家的意義をもっ省と産業省に区分される。すると後者は現

在52省で編成されることになるが，さらに，自動車工業省や重機械工業省など

の機械製作関連の省を 括して機械工業総省に集約し，また，:Hス，石油，石

炭等も 1つの原料省に集約1-，それぞれ新たに省グループとして組織化する左

41) A. 11巳TpuCb出"， P叫 AuCmUttecKoe，060Cf(，otJaH1iOe nped.llo前四ue，(KOMMyHMCT) 1983. 5， 
抽 8，CTp. 100. 

42) E. A. l1ocneJlOB8， iY'f(a3. co弔， CTp. 4~(-52 

43) CM. (口戸田a)，8足時.6卯 1982r.， (白BeTCKaHPoc即時， 6中e即 aJUl1983 r 

44) A. DeTpocbHHU. Y1Ca3. CO句， 100-101 この動きはハンガリーでもみられる。門脇延行「ハン
ガl!-J岩田昌征編『ソ連東欧経済事情』昭和58年>200-203ベ ジを参R声。
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いう提案である。

部門省レベルでのこれらの改革案は現状では試案の域を出るものではないが，

企業レベノレの問題を部門レベルでとらえて対応しようとしたものとして評価さ

れる。このように中小企業の「分散化」が展閣するにあたって，部門と部門，

あるいは部門を管轄する省と省の聞の連関(ネットソータ〉の形成が必要とさ

l1してし、る。

産業部門レベルでの問題は，さらに，地域レペノレの問題とも結びっく。たと

えば，地域に立地する企業が複数の省庁に属しているため企業の連関が地域で

令理的に形成きれていない場合，中核企業と支社企業が地理的に離れているた

めに 1つの合同レベルに集中されたフォンドが必ずしも企業が守地している地

域経済の発展や支社企業の発展の条件ーーたとえば，住宅などのインフラ兄ト

ラクチュアの形成ーーを整備しない場合。いずれの場合にも中小企業の問題を

解決する鍵は企業の地域レベノレでの活動の調整である。そして，省庁から独立

して地域の行政機関で管理される機減サーピ月 (CTaHKOCepBUC) の形成にみ

られるように，現実の部門省レベノレの改善が困難であるために，地方ソヴェト

など地方機関 (MeCTH副首 opraH) が重要な役割を果たしうる。このように，地

域レベルの「分散化」の課題は，ソ連では，失事古寵ま条砕とみられている4530

これまで中小企業の発展を企業形態および部門別管理のレベノレでとらえたが，

現実には企業規模の格差によって中小企業には十分な労働条件，生活条件が保

障されないという社会・労働問題がある。規模白幡差によって生ずる労働条件

の格差を次の図表に示された軽工業・食品工業・生活用品用機械製作省の企業

の要員〈カーわけ労働者の流動性に関して考察しよう。図表より企業の規模

が拡大するにつわして，技術水準が高〈仕事に対する意欲を高めるだけでなく，

労働者k保障されている教育，保健といった条件もよく整備され，それが原因

45) CM. ECAU o6oeau1lUmb ycu.IlUJl ompac./lefi U .MeCmflbl.x op却 fl08.(3KO) 1979，抽 9，CTp. 

36-49，且.M町 HJIeBCKH抗. lleH.mpa./lu3all.JuJl U ICOftu，eHmp町伊flnpou38odcmua-oa:JfCHbte 

yc必08Ufln08bluteHUJl artttelCmUBftOCmu pe.MOHm1tblX pa6om， (CoUllaJIHC'I山eCKH抗 TPYA)

1979， N2 3， CTp. 67-69 
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企業規模別要員(カードル〕労働者の流動性"

労働者数〔人〉 い973年 r1時 1975年|詩聞の z-r 
250以下 34.5% I 42.7% I 43.3怒 40.2% 1 1-2 

251- 500 26.5 27.0 27.1 26.9 2-3 

501-1，000 21.8 22.4 21.0 21.7 3-5 

1，001-2，000 19.9 21.3 21.4 20.9 4-7 

2，001-5，000 15.9 18.1 18.1 17.4 6-8 

5，001-10，000 12.9 15.2 12，9 13.7 9-12 

10，001 以上 7¥  8.4 8.1 7.9 I 12-15 

[住J 1) 流動性は解雇や布望退職により企業から労働帯が離職する比率をさす。
2~ 皆働者に与えられるさまざまなサーピス白種類の件数。

(出所) A. J'aJIhU;OB， YlCpymleftUe npeanpUflmUa-eaJIC1lbltt cta/Cmop c別府師同

meκ 

企業規模別流車性ーーサービス件数の相関

(出)
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〔出所 A.raJIhU;OB， TaM }f{e. CTp. 33 

で流動性が低〈なっているo これは，企業によってそれぞれ個別に労働者に労

働条件の改善や福祉の向上がなされるとい弓，現状での楕利厚牢，労働者への

教育などの提供の企業によるかかえこみの弱点から生じていることを断片的で

はあれ示す資料といえよう。
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その意味で，中小企業が社会的分業において積極的な役割を果たL. r分散

化」を一層進展させる場合には，企業規模によって生ずる社会・労働問題を明

らかにし，職業Z練などの制度的保障，福祉などの人間にとって共通する業務

の「集中{I;Jの課題が解決されな吋ればならない。

これまで中小企業の発展にかかわってより具体的な次元の問題を企業形態，

部門別管理，社会・労働問題においてとらえたが，それは「分散化」を進展さ

せるための制度的保障といえるものであった。それは部分的にではあっても，

社会的分業における「分散化J 10 r集中イf:Jの課題を並行して具体化しようと

するものと考えられよう。

V おわりに

生産の社会化の進展は分業論の視点から「分散化」と「集中化」の展開にと

らえられる。この展開に関して，本稿ではとくに現代ツ連における中小企業の

発展とその背後にある万能型企業に光をあてて考察した。そして，万能型企業

の枠内にしばられていた企業内分業が中小企業の形成，発展によって社会的分

業の中に再編成されて「分散化」をすすめるが，同時に，具体的にその過程が

進展するには「集中化」の課題も併せて提起される。

ふり返ってソ連における中小企業に関する議論をみておこう。その論争の主

要なものは， 1960年代から70年代に活発になされ，今日に至るま E大きな影響

を fJ~えたと思われる企業規模に関する論争である。そこでは，企業の最適規模

がとりあげられ，効率と規模について論じられている。 ζれらの議論を大づか

みに区分するならば，中小企業の役割を消極的に評価する見解と近代科学技術

正生産組織の発展にともなって中小企業を積極的にとらえる見解とにわけられ

る。前者はソ連において多数の企業が最適規模叩』こ達していないと認識し，後

者は現在大規模な企業が効率を低下させており，企業規模を小さくすることに

46) 地適規模とは， rある生産物にかんする平均質用曲線D最小点」をいう(宮崎義一，前掲書，
232へージ〕。
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よってその問題を解決すべきであるという認識にたって，企業規模と効率につ

いて論じられている。

11. r. -;/ーリ:/ (11. r. lIIHJJ聞〉刊は前者の立場より最適規模企業の形成の

必要性を強調し，中小企業の建設は労働力不足を増大させ，効率が悪いと否定

する。そして，小企業白存立基盤として，①小企業の整理がもたらす生産の減

少を既存のλ企業の生産の増加によって補償しうる，②中小企業の整理の結果

の遊休の労働力士生産的に利用する，③企業の最適規模と並んで，それ以下で

は生産が赤字となる最小可能規模を設定し，赤字小企業には生存権を認、めない，

という 3つの環境，条件を示している。ここには明らかに 1企業νベルでの最

適規模が検討され48)，その結果，抽象的な議論左なっている。

これに対し，月 B クワシャ(51.5. KBa皿a)49)は後者の立場に立っている。

かれは大企業が必ずしも高い効率を達成しえていない点に着目して，中小企業

は大企業の補完物として有効な機能をもっており，その自立が必要であると強

調している。そして，国家的所有レベルでは100-150人規模の中小企業が適正

だが， 50人以下の規模では国家的所有と両立しがたいと主張している。グワシ

ャは所有論にまでふみζ んでいるが，かれの見解は実際の政策には必ずしも反

映していない。この議論では，中小企業の「分散化」のみが一面的に強調され

ているため，大企業の位置やその内部構造などは明らかにされず，その結果非

現実的な見解になっている。

ιのように規模に関する論争では「分散化J と「集中化」を総合的に把握す

るという側面に弱点がある。その意味では今日，そこでは完全には解決されな

かった課題として中小企業の機能が扱われ，しかも，地域的な分業，管理の視

47) 11. r. WUJllIH， Y'CO，3. co弘， CTp. 112 141 

48) ν リンに対して，発達した社会主義との関連がない，個々の企業の最適化に目をむけて』部

門，地瞳などは十分に述べられ ζいないとL、った批判がある。 B.Ba抗日me抗H，OH-enpaou..fl日 oa
mpa1Cm08fa OnmU.MU3au，u.u pa3.Mep08 npednpuJlmUJl， (BOnpocbl 3KOHOM臨時 1974.地 6.

口事 125-129

49) CM. 5I. 6. Kaa山 a，Y1CQ3. C.凹.CTp. 49-57， 1I .n:p.かれの論文を邦訳紹介したものに，平竹伝

三「ソ連における『小企業育成論jJW貿易クレームと仲裁』第14巻第四号1967年10月， 1-6へ

ージがある。なお，クワシャは小企業を協同組合方式で組織し税制で調整する k述べている。
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点や生産合同内部の生産単位をも視野に収めるなど，より総合的なアプローチ

が指摘されている点では評価できるように思われる。

本稿では中小企業の機能について分業論の視角から検討をおこなったが，そ

の帰趨を大きく左右するような条件の具体的な分析は今後の課題である。

(1984年12月稿〉

C付記1

本稿は，社会主義経済学会第24回大会(1984年6月8日， 日日，於大阪市立大学〉

で共通論題「社会主義経済における小規模生産・経営単位」についての報告の原手稿

を加筆・補正したものであξ。報告に際しては予定討論者である明治大学森章教授は

じめ諸先生方上 b貴重なご教示を賜わった。深〈感謝する次第である。

本稿脱稿以後，本稿IV節に触れた産業部門省νベノレでの管理機構の手直しがおこな

われた。 1985年10月から12月にかけて，省庁聞の調整等を目的とする「機械工業に関

するソ連邦閣僚会議ピ ι 一戸ーJ，i国家農工委員会J，i科学技術コンプレクス」が相

次いで設立されている。また，ザスデラ y (国家計画委員会〉の改組も予定吉れてい

る。これらの手直しは，目下のところ他の分野町改草を伴わない限定された政策であ

るが，その影響や結果は今後四検討課題である。

(1986年 1月)


